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研究成果の概要（和文）： 

家族参加を強化した学童の生活習慣改善のための一年間の介入プログラムを行い、その効果

を明らかにした。参加者は 22 組の親子であった。介入直後の変化としては、22 名中 17 名の

子どもに改善した生活習慣があり、自己管理能力が高まっていた。7 家族では、子どもと親の

生活習慣の管理に対する意識が高まり、行動変容が見られた。また、介入前、直後、１年後の

３時点の調査結果が得られた 10 組中 4 組の子どもは介入直後に生活習慣や肥満度が改善し１

年後もそれを維持できていた。5 組は介入直後に改善したが、介入１年後にはそれを維持でき

ていなかった。１組は改善しなかった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 The purpose of this study was to clarify the effects of a one-year lifestyle 
improvement program for school children that included a family program. The 
participants were 22 pairs of school children and their parents. Seventeen of the 22 
children showed an improvement in lifestyle behaviors and increased 
self-management skill. The program resulted in greater awareness regarding the 
management of their children’s lifestyle and the parents of 7 families modified their 
own behavior. Also, soon after intervention, there was an improvement in lifestyle 
behaviors and the obesity index that was maintained for 12 months in 4 out of 10 
children for whom previous data were available. Also, though lifestyle behaviors were 
improved soon after intervention in 5 children, this improvement had not been 
maintained one year later. There was no improvement in lifestyle behaviors in one 
child. 
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１．研究開始当初の背景 

1980 年代以降、産業の発達や生活習慣の
欧米化が進み、過食、運動不足、夜型生活習
慣などの不健康な生活習慣による肥満の増
加、それに伴う高脂血症、２型糖尿病などの
生活習慣病が増加している。厚生労働省は現
在、国民の健康づくり計画「健康日本 21」で
国民の食生活や運動量の改善を掲げ、施策を
行っているが、2000 年の調査と 2005 年の調
査を比較すると、20～60 歳代の肥満男性の
割合が 24.3％→29.5％に増加し、朝食を食べ
ない中高生や 30 歳代の男性が増え、１日当
たりの歩数が男女とも減っている等、悪化し
ていることが報告されている。大人と一緒に
生活している子どもにも同様の現象が見ら
れ、肥満傾向の学童・生徒の割合が増えてい
ること、小児期の２型糖尿病が著明に増加し
ていること、学童期の肥満は思春期、成人期
の肥満に移行しやすく、特に思春期の肥満は
予後が悪く、高率に生活習慣病による死亡を
もたらすこと等が報告されている。そのため、
子どもの肥満度を改善させることが急務で
あり、厚生労働省は、2006 年度から将来の
生活習慣病の予備軍を減らすために、子ども
の肥満防止対策に本格的に乗り出した。 

学校では健康な生活習慣に関する健康教
育を行い、肥満などの生活習慣病に移行する
可能性の高い子どもに医療機関への受診を
勧めている。しかし、実際には肥満児に医療
機関への受診を勧めても、自覚症状が乏しく
日常生活に大きな影響を及ぼさないことか
ら受診率が低く、たとえ受診した場合でも途
中で受診しなくなることが多いこと、肥満児
を３年間追跡調査した結果では、受診の有無
にかかわらず、肥満度の改善が認められなか
ったことが報告されている。また、肥満児と
その母親の認識については、著者が平成 13

～15 年度に科学研究費補助金を頂き行った
研究や他の研究で、自覚症状を有しないため
に体重が増えても自分の健康状態をまあま
あよいと捉えており、健康障害をもっている
という危機感がなく、生活改善に対する動機
づけが乏しいこと、母親は子どもの肥満によ
る負担感を持っていること等の状況が明ら
かにされている。 

 

２．研究の目的 

平成 17～19 年度の科学研究費補助金を頂
き、学童の生活の自己管理能力を高める１年
間の介入プログラムを用いた介入研究を行
った。その結果、子どもの自己効力感が有意
に高まり、自己管理の目安を獲得し、肥満度
が改善したことから、介入プログラムの有効
性が明らかになった。しかし、対象者数が尐
なく、十分な介入効果が得られているとはい
いがたい状況であり、さらなる介入効果を高

めるための試みが必要と考えた。そこで、本
研究では、先行研究での反省と文献検討で得
られた知見から、子どもへの個別の介入内容
の強化と親の生活の自己管理能力を高める
介入内容の２点を追加し、１年間の看護介入
プログラムを洗練させ、それを用いて、学童
とその両親に介入を行い、学童の自己効力感、
ソーシャルサポート、健康に関する認識、日
常生活行動、肥満度の改善への効果を明らか
にするとともに、親の自己効力感、健康に関
する認識、日常生活行動の改善への影響を明
らかにする。また、介入の短期効果のみなら
ず、長期効果として、介入１年後の生活状況
を調査し、獲得した自己管理技術のその後の
生活への影響について明らかにすることを
目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1)調査方法 

家族参加プログラムを導入し改良した１
年間の看護介入プログラムの効果を評価す
るために、介入前、直後、終了１年後に子ど
もと親に下記の調査を実施した。 

＜子どもへの介入前、直後の調査＞ 

① 児童用自己効力感尺度、ソーシャルサポ
ート尺度に関する聞き取り調査 

② 健康の定義、健康状態の認識、日常生活
行動についての構成的面接調査 

上記に加えて、毎月の身長・体重測定、過
去１カ月間の生活行動及びそれに伴う気持
ち、今後１カ月間の目標についてのカードへ
の記入、あるいは聞き取り調査を行った。 

＜親への介入前、直後の調査＞ 

① 自己効力感尺度に関する質問紙調査 

② 健康の定義、健康状態の認識、日常生活
行動などについての半構的面接調査、あ
るいは質問紙調査（面接調査への協力が
得られない場合） 

また、介入終了１年後の調査は、郵送によ
る下記の質問紙調査を実施した。 

①子どもには児童用自己効力感尺度、ソーシ
ャルサポート尺度の質問紙調査、及び健康の
定義、健康状態の認識、日常生活行動につい
ての質問紙調査 

②親には自己効力感尺度の質問紙調査、及び
健康の定義、健康状態の認識、日常生活行動
についての質問紙調査 

 

(2)介入プログラム 

 介入の概念枞組みはペンダーのヘルスプ
ロモーションモデルに基づき作成した。 

＜子どもへの介入＞ 

①介入プログラム前の調査時にそれぞれの
健康の認識や生活の特徴を踏まえて生活改
善の方法について指導した。 

②月１回放課後に、２時間の介入プログラム



 

 

を 10 回（そのうち１回は家族参加セッショ
ン）実施した。２時間の構成は、①身長・体
重測定、②個別に過去１カ月間の生活の振り
返りと評価、③今後１カ月間の生活目標の設
定、④フードカードを用いた食事のメニュー
のカロリー計算と栄養バランスを考える学
習および適切な生活習慣行動についての健
康教育用ソフトの視聴による学習を個別ま
たは集団で実施、⑤参加者同士での運動活動
であった。基本方針として、日常生活行動を
変える負担感を聞き、それによる利益につい
て話すこと、子どもの価値観を尊重しながら、
生活行動の改善のための工夫に関する情報
を与え、何ができそうかを尋ねながら、子ど
もの決定を促し、頑張りをほめ、問題を一緒
に考える姿勢で援助した。また、子どもが飽
きないように毎回違う教育ソフトを使用し
たり、子どもの好きな運動を取り入れたりし
て毎回異なる内容にした。 

＜親への介入＞ 

①面接調査を実施できた親には、生活習慣改
善のための自作のパンフレットを用いて基
本的な食事、運動、生活リズムに関する知識
を提供した。その際に、改善が必要な項目に
ついて話し合った。基本方針として、親が努
力していることを認め労い、子どもの日常生
活習慣に対する親の思いを考慮した上で、子
どもの価値観をできるだけ尊重し、子どもが
頑張っているときはほめるように協力を求
めた。また、親の日常生活行動を変える負担
感を考慮しながら、それによる利益と改善方
法についての情報を提供した。 

②７月の家族参加セッションに参加しても
らい、体験型食事教育システムを用いたカロ
リー計算と栄養バランスの学習、スーパーマ
ーケットへ家族で買い物に出かけ、決められ
たカロリーで満足感が得られる間食選びと
運動活動を実施した。 

③12 月に子どもの身体の変化、プログラム中
の子どもの様子を知らせるとともに、家族で
の話し合いを多くすること、奨励する生活の
提案、親自身の健康についての助言を記載し
たファミリーレターを送った。 

また、対象者数を増やし、介入プログラム
の効果の信頼性を高めるために、１年間の看
護介入プログラムは２クール（平成 21 年度
はＡ小学校、平成 22 年度はＢ小学校）行っ
た。 

 

(3)分析方法 

 介入プログラム前後の子どもの肥満度 
の変化、プログラムの参加状況、１カ月間の
生活目標の達成状況などを質的に分析した。
介入前、直後、終了１年後の自己効力感、ソ
ーシャルサポート得点については、統計学的
な分析を行った。有意水準は５％未満とした。
また、健康に関する認識、生活行動の変化に

ついては質的に分析した。さらに事例別に介
入効果が見られた事例と見られなかった事
例を比較検討した。 

 
４．研究成果 
 研究参加者は、小学１～６年生 22 名とそ
の親 23 名(母親 15 名、父親８名)であった。 

(1)子どもの肥満度の変化 

介入前後で肥満度の区分は、標準 11 名→
14 名、軽度肥満４名→３名、中等度肥満６名
→４名、高度肥満１名→１名と標準に集約す
る傾向が見られた。 

(2)子どもの自己効力感とソーシャルサポー
トの変化 

介入前後の自己効力感の得点については、
有意な増加は見られなかった。また、介入前
後で得点が増加した者は、22 名中 10 名、変
化なしの者は４名、減尐した人は８名であっ
た。 

介入前後のソーシャルサポートの得点に
ついては、Ｂ小学校の子ども 14 名において
は、有意な増加が見られた（ Z=2.798, 

P<0.01）が、22 名においては有意な増加が
見られなかった。介入前後で得点が増加した
者は 12 名、変化なしの者は４名、減尐した
者は６名であった。また、親の自分の健康管
理への協力度についての認識は、「協力的」
が 18 名→22 名、「わからない」２名→０名、
「協力的でない」２名→１名に変化し、協力
的と捉えている者が増加していた。 

(3)子どもの健康に関する認識の変化 

子ども自身が自分の健康状態をどう捉え
ているかについては、「よい・まあまあよい」
が 11 名→20 名、「わからない」５名→０名、
「あまりよくない・よくない」６名→２名に
変化し、健康状態がよくなったと捉えている
者が増加していた。 

(4)子どもの生活習慣の認識・行動の変化 

食事：平日の朝食の欠食については、２名
→３名に、食事の時間については、「決まっ
ている」が 10 名→15 名、「決まっていない」
が８名→６名、「わからない」が４名→１名
に変化し、食事時間が決まっている者が増加
していた。 

間食：間食の頻度は、介入前後に大きな変
化は見られなかったが、22 名中９名がお菓子
を多く食べないように工夫していた。 

運動：「運動は好き」と答えた者が 17 名→
19 名、「まあまあ好き」が４名→３名、「あま
り好きでない」が１名→０名に変化し、運動
が好きな者が増加していた。また、運動の頻
度については、「毎日している」が７名→12

名、「２日に１回」が８名→５名、「週２～３
回」が２名→４名、「週１回」が２名→０名、
「していない」が１名→１名、「わからない」
が４名→０名に変化し、運動の頻度が増えて
いる者が増加していた。 



 

 

睡眠時間：「９～10 時間」が 22 名中２名
→12 名、「８～９時間」が 12 名→５名、「７
～８時間」が５名→４名、「６～７時間」が
３名→４名に変化し、睡眠時間が長くなった
者が増加していた。 

(5)プログラムでの学びの活用状況 

22 名中 17 名がプログラムで学んだことを
生活に「活かせた」と答え、その内容は、「体
重を測るようになった。毎日測ると減った、
増えたが分かり、夕食の量を尐なめにすると
か気をつけるようになった」、「お菓子のカロ
リー表示を見て買うようになった」、「今まで
運動をしようと思っても、まあいいかと思っ
てしないこともあったが、目標に書いたこと
もあってすることができた」等であった。ま
た、「活かせたかどうか分からない」と答え
た３名は低学年の子どもであった。 

(6)子どもの生活習慣に対する親の認識と家
族の行動の変化 

 「子どもに良い生活習慣がある」と答えた
親は、22 名中６名→９名に増え、「運動習慣」
が９名、「食習慣」が６名、「生活リズム」が
２名であった。また、子どもの改善したい生
活習慣については、「食習慣」が 14→12 名、
「生活の規律」が 11→７名、「運動」が 10→
３名に減尐していた（複数回答）。 

プログラム終了直後の子どもの変化につ
いて、「子どもは頑張っていた・尐し頑張っ
ていた」と答えた者は 22名中 14名であった。 

また、「（母親は）自分以外の家族が以前よ
り意識して子どもに声をかけてくれるよう
になった」、「（親が）意識的に運動を続けて
いる」、「家族参加プログラムに参加して自分
が作っている食事の何を改善すればよいか
が分かった」等の認識・行動の変化が複数の
家族で見られた。また、父親に子どもの健康
管理に対する役割意識の高まりが見られた。 

(7) 子どもの健康管理に対する親の負担感の
変化 

「とても大変」は 22 名中８名→４名、「尐し
大変」は８名→９名、「あまり大変でない」
４名→７名、「大変でない」１名→１名と負
担感が軽減した者が増加していた。 

(8) 親の自己効力感の変化 

 介入前後の自己効力感の得点については、
有意な増加は見られなかった。 

(9)親の生活習慣に対する認識・行動の変化 

 運動については、「好き・まあまあ好き」、
「あまり好きでない・嫌い」の人数の変化は
見られなかったが、「運動をしていない」と
答えた者は、10 名→５名に減尐し、意識的に
運動をしている者が増加し、また、運動して
いると答えた者についても運動の頻度が増
加していた。 

 食事については、介入前後で食事の時間は
決まっていると答えた者が増加していた。間
食の頻度については、毎日食べている者が 12

名→７名に減尐していた。 

 また、介入前後で寝付きが悪いと答えてい
た者が減尐するとともに、自分の健康状態が
良いと評価する者が増加していた。 

(10)介入プログラムの長期効果 

 介入前、直後、１年後の３時点のデータが
得られたのは 10 組であった。 

 自己効力感の得点も、ソーシャルサポート
の得点も有意な増加は見られなかった。10

組中４組の子どもは、介入直後に生活習慣や
肥満度が改善し、１年後もそれを維持できて
いた。子どもは身につけた知識と技術を使っ
て日常生活行動を行い、家族も協力し合う環
境を作っていたためと考えられた。 

また、５組の子どもの生活習慣は、介入直
後に改善したが、介入１年後には維持できて
いなかった。１組の子どもは介入直後に改善
せず、介入１年後はさらに生活習慣、肥満度
が悪化していた。介入プログラムによる子ど
もと親への生活管理への刺激があるときは、
良い生活習慣への意識が維持されるが、家族
全体での良い生活習慣への意識が十分に定
着していない場合は、生活が乱れやすいと言
えよう。特に、年尐の子どもについては、自
己管理能力の獲得が不十分であり、家族の協
力の程度による影響が大きい。また、中等度
肥満以上の子どもの場合は、これまでに積み
重ねられた生活習慣の影響が大きく、家族の
強力な子どもの生活管理についての協力が
得られなければ、行動変容は難しい状況であ
ると思われた。 
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